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人事行政の運営などの状況 詳しくは市ホームページで公開しています
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人事行政の運営などの状況をお知らせします
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問職員課☎70・5607　職員数の状況は行政管理課☎70・5657

１　職員数と職員の採用などに関する状況
　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 【単位：人】

項目
部門

職員数 対前年
増減数 主な増減理由24年 23年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 8 8 0
総 務 115 116 ▲1 事務の統廃合縮小による減
税 務 30 29 1 その他増
民 生 95(3) 93(4) 2(▲1) 保育園の建て替えによる増
衛 生 66(1) 66(1) 0(0)
労 働 － － －
農林水産 9 10 ▲1 その他減
商 工 6 3 3 業務充実による増
土 木 76(2) 77(1) ▲1(1) 事務の縮小による減

計 405(6) 402(6) 3(0)〈参考〉 人口１万人当たりの　　　職員数　50.12人
教 育 部 門 60 61 ▲1 その他減
消 防 部 門 113 115 ▲2 欠員不補充

小 計 578(6) 578(6) 0(0)〈参考〉 人口１万人当たりの　　　職員数　71.21人
公
営
企
業
等

会
計
部
門

下 水 道 13 14 ▲1 事務の統廃合縮小による減
そ の 他 23 23 0
小 計 36 37 ▲1

合　　　計 614(6)
[666]

615(6)
[666]

▲1(0)
[0]
〈参考〉 人口１万人当たりの
　　　職員数　75.60人

※一般職に属する職員数　※（　）内は育児休業代替任期付職員数で、外数
※［　　］内は条例定数の合計
　（２）採用試験実施の状況（23年度採用試験実施結果） 【単位：人】

職　種 試験
区分

受験者数 １　　次
合格者数

２　　次
合格者数

最　　終
合格者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
行　 政 大学卒 199 73 272 62 26 88 19 7 26 16 3 19
行政福祉 大学卒 5 2 7 3 1 4 2 1 3 1 1 2

土 木
大学卒
（第１回） 4 0 4 3 0 3 0 0 0 － － －

大学卒
（第２回） 8 0 8 4 0 4 － － － 1 0 1

電　 気 大学卒 5 0 5 2 0 2 － － － 1 0 1

消 防

大学卒 12 5 17 7 1 8 4 1 5 2 0 2
短大卒 15 4 19 5 1 6 4 1 5 1 0 1
高校卒
（第１回） 6 0 6 0 0 0 － － － － － －

高校卒
（第２回） 34 2 36 15 1 16 － － － 2 0 2

保 育 士
短大卒
（第１回） 9 29 38 4 12 16 2 8 10 0 2 2

短大卒
（第２回） 4 4 8 2 4 6 － － － 1 2 3

保 健 師 大学卒 0 8 8 0 5 5 0 4 4 0 1 1
身体障害
者 行 政 大学卒 2 2 4 2 1 3 0 0 0 － － －

行　 政 任期付 1 3 4 0 2 2 － － － 0 2 2
保 育 士 任期付 0 4 4 － － － － － － 0 4 4
保 健 師 任期付 0 1 1 － － － － － － 0 1 1
合　　　計 304 137 441 109 54 163 31 22 53 25 16 41

２　職員の給与の状況
　（１） 職員の平均年齢、平均給料月額と平均給与月額の状況（24年４月１日現在）

一般行政職 技能労務職
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
44.2歳 346,362円 449,516円 47.2歳 334,057円 415,215円

　（２）職員の初任給の状況（24年４月１日現在）
区　　　分 綾瀬市 神奈川県 国

一般行政職 大学卒 181,200円 178,800円 １種　181,200円
２種　172,200円

高校卒 149,800円 144,500円 140,100円
技能労務職 149,800円 144,300円 ―

　（３）一般行政職の級別職員数の状況（24年４月１日現在）
区　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

標準的な職務内容 部長 課長 副主幹 主査 主任主事 主事 主事補
職　員　数（人） 30(0) 58(0) 59(0) 105(0) 18(0) 43(0) 36(20) 349(20)
構　成　比（％） 8.6(0) 16.6(0) 16.9(0) 30.1(0) 5.2(0) 12.3(0) 10.3(100) 100(100)
参
考
１年前の構成比 6.8 13.1 16.2 40.3 4.8 11.4 7.4 100
５年前の構成比 7.8 14.0 7.6 37.6 19.5 7.0 6.5 100

※職員数は市の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による人数（消防職・税務職・福
祉職などを除く）　※標準的な職務内容は各級に該当する代表的な職名　※（　）内は再任
用短時間勤務職員で、外数

（４）職員手当の状況
区　　　分 綾　瀬　市 国

期
末
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23年度支給割合
期　末 勤　勉 期　末 勤　勉
2.60月分

（1.45月分）
1.35月分

（0.65月分）
2.60月分

（1.45月分）
1.35月
（0.65月

加算措置の状況
職制上の段階、職務の
級などによる加算措置
：役職加算　５～20％

職制上の段階、職務
級などによる加算措
：役職加算　５～2
　管理職加算　10～2

１人当たり平均支給額
（23年度） 1,590千円 ―

退　

職　

手　

当

（23年度支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

１人当たり平均支給額

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定
23.5月分
33.5月分
47.5月分
59.28月分
8,704千円

30.55月分
41.34月分
59.28月分
59.28月分
26,248千円

23.5月分
33.5月分
47.5月分
59.28月分

―

30.55月
41.34月
59.28月
59.28月

その他の加算措置
退職時特別昇給

定年前早期退職特例措置
（２～20％加算）

なし

定年前早期退職特例措
（２～20％加算）

なし
※ （　）内は再任用短時間勤務職員に係る支給割合　※退職手当の１人当
平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

主な事業（23年度に行った新規・拡充事業）
１　 市民協働のまちづくり
　　（市民自治の充実）
提案型協働事業（６万円）　市民・行
政の相互立案による地域課題解決のた
めの事業制度化

２　 将来を見据えたまちづくり（都
市基盤の整備、産業の活性化、
まちの力の再生）

新市街地整備等事業化検討調査の実
施（4,001万円）　インターチェンジ活
用による新市街地整備に向けた調査
企業支援専門相談員の配置（108万円）
市内企業活性化のため巡回訪問・経営
相談などを実施

３　 豊かな自然を守り、緑豊かなま
ちを育てる（緑の創出と保全、
環境・ごみ対策）

綾瀬スポーツ公園の整備（６億3,312
万円）　市民の憩い・レクリエーション
の場として整備
電気自動車の購入助成（150万円）　
地球温暖化・大気汚染防止のため購入
費用助成
生ごみ処理容器の設置助成（313万円）
家庭系ごみ50％削減に向け購入補助制
度拡充

財政指標 市の財政は健全です

４　 快適で、安全・安心を実感でき
る都市生活（バリアフリー、防災・
防犯・交通安全）

防災備蓄食糧などの追加整備（1,620
万円）　避難所備蓄食糧の追加、計画前倒
しによる防災資機材・生活物資整備
防災まちづくり計画基礎調査（362万
円）　都市防災の現状把握や大規模地震
時の市街地の安全性評価などの調査
小学生広島派遣事業（114万円）　平和
意識高揚のため被爆地の広島市へ派遣

５　 生きる力を育てるまちづくり（教
育文化の充実、地域・家庭・学
校の教育力）

大上保育園の建て替え工事（４億7,738
万円）　老朽化した建物を建て替え、待
機児童解消に向けて定員増員
デジタル教科書の全小学校への配置
（1,257万円）　デジタル教科書と学習
プリントを全学年に配置
早川城山多目的広場整備工事（2,924
万円）　広場の適正管理、利便性向上の
ため整備

６　健康といきがいのあるまちづくり
　　（市民全体の福祉向上を優先）
子宮頸がんワクチンなど予防接種費
用の負担軽減（9,680万円）　定期接
種化が検討されている子宮頸がん、ヒ
ブなどの接種費用助成
民間保育所運営費の助成（8,144万円）
障害児保育推進のため助成拡充
高齢者見守り体制整備事業（179万円）
高齢者の安心な生活のため、救急医療情
報キットをひとり暮らし世帯に配布

綾瀬スポーツ公園を整備しました
（写真はソフトボール場）

市の比率は
■早期健全化基準 ■財政再生基準

実質赤字比率 赤字なし ■12.75％ ■20.0％
一般会計と深谷中央特定土地区画整理事業特別会計を合算した赤字の程度

連結実質赤字比率 赤字なし ■17.75％ ■30.0％
一般・特別会計全体の赤字の程度

実質公債費比率 14.1％■25.0％ ■35.0％
長期の借入金などの返済に使った金額の１年間の収入に対する割合

将来負担比率 85.9％ ■350.0％
借入金や職員の退職金などの将来的な負担（負債）の程度

資金不足比率 不足なし ■20.0％
公営企業の料金収入に対する資金不足の程度（下水道事業特別会計）
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